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１．１９９９年３月期の業績（１９９８年４月１日～１９９９年３月３１日）
（１）経営成績         　　　     　　　　      　　               　  　　　　　　       (百万円未満切捨表示）
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対 前 期

増 減 率











　　　　　   　　　　    百万円   　　  ％      　    百万円　        ％ 　          百万円         ％
１９９９年３月期  ３５,５６６     (  ３．８)   １,３１４     (△３３．１)    ３,７６０      ( ３．２)
１９９８年３月期  ３４,２５１     (△５．０)   １,９６５     (△１７．９)    ３,６４３      ( ５．４)

(注)財務諸表等規則の一部改正に伴い、１９９８年３月期についても改正後の表示区分に組替えております。
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総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 　       百万円    　％     円   銭        円      銭 　    ％ 　    ％ 　    ％
１９９９年３月期  ２,３４８    (１８.４) ９４ ７０ ９１　　１０ ６.２ ８.３ １０.６
１９９８年３月期  １,９８２    (２７.５) ８０ ５９ ７６　　９７ ５.６ ８.４ １０.６

(注)
　　　　　　　　　　　    　１９９９年３月期　24,795,071株
　　　　　　　　　　　　  　１９９８年３月期　24,598,025株
   2. 会計処理の方法の変更　　　　　　　無

（２）配当状況
　　　　 １株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 配 当 性 向 株 主 資 本
　　　　 中   間 期   末 （ 年 間 ） 配 当 率

　        　　  円　 銭 　   円　  銭 　   円　  銭          百万円 　　　　  ％ 　　     ％
１９９９年３月期 ２５ ００ １０  ００ 　１５ ００ ６２３ 　 ２６.６ 　　１.６
１９９８年３月期 ２０ ００ １０  ００ 　１０ ００ ４９３ 　 ２４.９ 　　１.３
 (注) １９９９年３月期末配当金の内訳　　普通配当　１０円　　記念配当　５円

(３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

　　　　　    百万円 　　　　　    百万円  　　　  　   ％ 　 　　　　 円    　　 銭
１９９９年３月期 　 ４６,４６８ 　 ３９,３５４ 　　   ８４.７ 　 １,５６６  　　 ５８
１９９８年３月期 　 ４４,０２９ 　 ３６,５８０ 　　   ８３.１ 　 １,４８１  　　 ９７
 (注)
      　　　　　　　　　   　１９９９年３月期  25,121,419株
　　　　　　　　　　　　　　 １９９８年３月期　24,683,736株
   　（額面株式、１単位の株式数100株）
      (1998年8月3日に1単位の株式の数を1,000株から100株に変更いたしました）
   2. 有価証券の評価損益　　　　　　３，６９２百万円
   3. デリバティブ取引の評価損益　    　  △２百万円

２．２０００年３月期の業績予想（１９９９年４月１日～２０００年３月３１日）　　　　　　　 （百万円未満切捨表示）
     

中   間 期   末

百万円 百万円 百万円 百万円     円   銭     円   銭     円   銭
中間期 １７,７００ ６００ １,９００ １,３００ １２  ５０ － －
通  期 ３６,５００ １,４００ ３,８００ ２,６００ － １２  ５０ ２５  ００
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１０３円５０銭
中間業績予想につきましては、税効果会計の適用を前提といたしておりません。
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［



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ローランド）

添 付 資 料

((((１）当期及び次期の業績の概況１）当期及び次期の業績の概況１）当期及び次期の業績の概況１）当期及び次期の業績の概況

１．当期の業績
　楽器業界の当期の状況は、海外においては円安等の影響により好調に推移いたしまし
たが、国内では個人消費の低迷が続き低調でありました。
　このような状況のもと、当社は積極的な営業活動を推進しました結果、当期の売上高は、
355 億 66 百万円（前期比 3.8％増）、経常利益は 37 億 60 百万円（前期比 3.2％増）、
当期純利益は 23 億 48 百万円（前期比 18.4％増）の増収増益となりました。

［電子楽器］
　新製品のサンプラー「ＳＰ－８０８」、シンセサイザー「ＪＸ－３０５」をはじめと
して、最新の音楽シーンで流行となっているダンス／クラブミュージック向けの製品が
景気拡大を続ける米国を中心に売上を大幅に伸ばしました。欧州では新たな市場への浸透
を推進するため、当社製品を使用したコンテストを開催、多くの音楽愛好家の参加を得る
ことができました。国内では順調に推移したギター市場に支えられギター用エフェクター
が堅調に推移いたしました。また、ダンス／クラブミュージック市場に対して、クラブイ
ベントを中心に営業活動を展開し、新たなユーザー層の獲得に努めました。

［家庭用電子楽器］
　海外では自動伴奏機能付き電子ピアノＫＲシリーズが好調に売上を伸ばしました。国内
では、テレビコマーシャルを中心に広告宣伝活動を積極的に展開いたしました結果、新製
品の電子ピアノ「ＨＰ－145」が売上を伸ばしました。しかし、長引く個人消費の冷え込み
により、同分野の国内での売上実績は前期を下回る結果となりました。

［音響機器］
　デジタルレコーダーＶＳシリーズにおいて、音楽愛好家から多くの支持を得ております
「VS-880」をバージョンアップした「VS-880EX」をラインアップに加え、国内・海外とも
に好調に売上を伸ばしました。１９９６年１月の発売以来、ＶＳシリーズの販売実績は10万
台を超え、デジタルレコーダー市場における地位を確固たるものとしております。

［コンピュータ・ミュージック関連機器他］
　Windows 98 やｉMac で標準サポートされるパソコン周辺機器の次世代インターフェイス
「ＵＳＢ」に対応した新製品を発売し、国内においては新たな需要の拡大を図りました。
海外では、昨年３月に設立した販売合弁会社 エディロール・ヨーロッパ（Edirol Europe
Limited）は、欧州における同分野の販売拠点として、本格的に営業を開始いたしました。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ローランド）

　開発・生産面につきましては、家庭用電子楽器分野でのキャビネットの専用工場であ
る伊左地工場（浜松市）の拡張改築が完成し、９月より稼動いたしました。３月には、
松本工場（長野県松本市）を増築し、デジタルレコーダー、ギターシンセサイザー等の
開発・生産体制の拡充を図りました。一方、環境管理を経営課題のひとつと位置づけ、
主力工場である細江工場（静岡県引佐郡細江町）が環境マネジメントシステムの国際規
格「ISO 14001」の認証を取得するなど、環境保全活動に注力いたしました。
　なお、当社株式は、関係各位のご協力により昨年６月 17 日に東京証券取引所市場第二部
に上場し、また、当社株式の流通の活性化と投資家層の拡大を図るために、８月３日に
１単位の株式の数を 1,000 株から 100 株に変更いたしました。

２．次期の業績予想
　次期の見通しにつきましては、引続き厳しい国内市場環境が予想されますが、従来
から推進している製品カテゴリー別市場においてＮｏ．１となる製品を提供する為、
開発・生産・営業が一体となり尽力してまいります。
　以上により、売上高３６，５００百万円（前期比 2.6％増）営業利益１，４００百万円
（前期比 6.5％増）経常利益３，８００百万円（前期比 1.1％増）当期純利益２，６００
百万円（前期比 10.7％増）を見込んでおります。

((((２）配当政策２）配当政策２）配当政策２）配当政策

　当社は、従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のため内部留保にも
留意しつつ良好な財政状態を維持していくことが必要と考えております。
　当期の期末配当は、普通配当１０円に東京証券取引所市場第二部上場の記念配当５円を
加えた１５円とさせていただく予定であります。この結果、当期の配当性向は２６．６％、
株主資本配当率は１．６％となります。
　内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並びに新しい市場ニーズに応えるための技術
開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強に充て、これにより収益の向上
と経営基盤の強化をはかり、引続き株主の皆様へ積極的に利益還元を行う所存であります。

- 3 -
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ローランド）



（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等

１．対応状況等
　ａ．取組み方針

当社は、西暦２０００年問題を顧客対応及び事業継続維持の観点から最重要事項と
認識し、対応を進めています。

　ｂ．取組み体制
当社では「コンピュータ西暦２０００年問題対策委員会」を設置し、開発製品、生産
設備および部材、社内基幹業務システム等における現状調査の実施、対応状況の把握
など、取引先との関連も含めて対処しております。同委員会では、全グループ会社を
対象とし、進捗状況の確認を定期的に実施しております。

　ｃ．対応の進捗状況
当社の製品については、対応を要する製品が数機種ありましたが、既に社内での対応は完了して
おります。生産設備及び部材については、現在取引先と協議しながら対応を進めており、
１９９９年７月までには対応を完了する見込みです。
社内基幹業務システム及びその他の対応は、１９９９年８月末に完了する見込みです。

２．対応のための支出金額等
西暦２０００年問題に対応するための直接的な費用は、システム・機器類の交換及びソフト
ウエアの修正等に約１００百万円を見積もっております。
なお、この支出金額は当社の経営に大きな影響を及ぼすことはありません。

３．危機管理計画等
当社では不測の事態を想定して、事態対応の危機管理計画を１９９９年９月までに策定する予定
であります。
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（４（４（４（４))))－Ⅰ　比－Ⅰ　比－Ⅰ　比－Ⅰ　比        較較較較        貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

　　　　　　　           １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １９９８年３月期 前 期 比

科          目 (１９９９.３.３１) (１９９８.３.３１) 増 減

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額

( 資 産 の 部 ） ％ ％
 流  動  資  産
現 金 及 び 預 金 ８,１９５ ６,５８２ １,６１３
受 取 手 形 ９０４ ２２７ ６７７
売 掛 金 ３,６５４ ４,３８８ △　　７３３

た な 卸 資 産 ３,７４４ ４,６５３ △　　９０９

そ の 他 ２,１７３ １,３６４ ８０９
貸 倒 引 当 金 △　　　４８ △　　　５６ ８

流 動 資 産 合 計 １８,６２４ 40.1 １７,１５９ 39.0 １,４６４

 固  定  資  産
 有 形 固 定 資 産
建 物 ５,１５２ ４,９６３ １８９
機 械 及 び 装 置 ３４３ ４１１ △　　　６８

工 具 器 具 備 品 ７８８ ６８５ １０３
土 地 ６,１３１ ５,９９７ １３３
建 設 仮 勘 定 ５４ １００ △　　　４６

そ の 他 ２４７ ２４２ ４

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,７１６ 27.4 １２,４０１ 28.2 ３１５

 無 形 固 定 資 産 ４６ 0.1 １９７ 0.4 △　　１５１

 投 資 等
投 資 有 価 証 券 １,８３０ １,８８８ △　　　５７

子 会 社 株 式 ９,８４４ ８,８７５ ９６９
子 会 社 出 資 金 ８９０ ８９０ －
そ の 他 ２,５９９ ３,０７２ △　　４７２

投 資 評 価 引 当 金 △　　　７９ △　　　７９ －

貸 倒 引 当 金 △ 　　　 ５ △　　３７６ ３７０

投 資 等 合 計  １５,０８０ 32.4  １４,２７０ 32.4 ８１０

固 定 資 産 合 計 ２７,８４４ 59.9 ２６,８６９ 61.0 ９７４

資 産 合 計 ４６,４６８ 100.0 ４４,０２９ 100.0 ２,４３９
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（単位：百万円）

１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １９９８年３月期 前 期 比

科          目 (１９９９.３.３１) (１９９８.３.３１) 増 減

               金      額 構成比 金      額 構成比 金      額

( 負 債 の 部 ) ％ ％
 流  動  負  債
買 掛 金 ２,５８８ ２,０６３ ５２５
未 払 法 人 税 等 ３７７ ５６１ △　　１８３

賞 与 引 当 金 ６９９ ６２２ ７７
そ の 他 １,１８９ ９６４ ２２４

流 動 負 債 合 計 ４,８５５ 10.4 ４,２１１ 9.6 ６４３

 固  定  負  債
転 換 社 債 １,８１２ ２,７９９ △　　９８７

長 期 借 入 金 　 ８ １４ △　　　　６

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３８７ ３９８ △　　　１０

そ の 他 ５１ ２５ ２５

固 定 負 債 合 計 ２,２５９ 4.9 ３,２３７ 7.3 △　　９７８

負 債 合 計 ７,１１４ 15.3 ７,４４８ 16.9 △　　３３４

( 資 本 の 部 )
資 本 金 ８,７６５ ８,２７１ ４９３
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金 １０,２９２ ９,７９８ ４９３
利 益 準 備 金 ６３３ ５５９ ７４
剰 余 金
任 意 積 立 金 １７,１２６ １５,８２６ １,３００
当 期 未 処 分 利 益 ２,５３６ ２,１２３ ４１２
( 当 期 純 利 益 ) (    ２,３４８) (    １,９８２) 　　　 ３６５

資 本 合 計 ３９,３５４ 84.7 ３６,５８０ 83.1 ２,７７４

負 債 及 び 資 本 合 計 ４６,４６８ 100.0 ４４,０２９ 100.0 ２,４３９

(注)財務諸表等規則の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。

(貸借対照表の注記)
  ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期 )
有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 ９,５３８百万円 ９,１５５百万円 　
輸 出 手 形 割 引 高 　 ８２８百万円 １,７３１百万円
保 証 債 務 １，３５５百万円 １,９１０百万円
自己株式の数及び貸借対照表価額 ２１７株 １,１３７株
  　                               ７６０千円 ２,２７４千円
発 行 済 株 式 数 の 増 加

転換社債の株式転換　　発行株式数 ４３７，６８３株 ３６４,９５１株
発行総額 ９８６百万円 ８２２百万円
資本組入額 ４９３百万円 ４１１百万円
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（ローランド）



（４（４（４（４))))－Ⅱ－Ⅱ－Ⅱ－Ⅱ        比比比比        較較較較        損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書

（単位：百万円）

　　　　　　　　　     
１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １９９８年３月期 前 期 比

科          目 (1998.4.1～1999.3.31) (1997.4.1～1998.3.31) 増 減

　　　　　        　　 金      額 百分比 金      額 百分比 金      額

( 経 常 損 益 の 部 )   ％   ％  
営 業 損 益 の 部 　 　 　 　 　
売 上 高 ３５,５６６ 100.0 ３４,２５１ 100.0 １,３１４
売 上 原 価 ２６,０３５ 73.2 ２４,２３０ 70.7 １,８０５

売 上 総 利 益 ９,５３１ 26.8 １０,０２１ 29.3 △　　４９０

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８,２１６ 23.1 ８,０５６ 23.5 １６０

営 業 利 益 １,３１４ 3.7 １,９６５ 5.7 △　　６５０

営 業 外 損 益 の 部 　
営 業 外 収 益 　
受 取 利 息 及 び 配 当 金 １,９５８ １,２７８ 　 ６８０
そ の 他 ５９３ ５１３  ８０
営 業 外 費 用 　

支 払 利 息 及 び 割 引 料 ２８ ３１ 　 △　　　　３

有 価 証 券 評 価 損 １２ ７８ 　 △　　　６５

そ の 他 ６５ ４ 　 ６１

経 常 利 益 ３,７６０ 10.6 ３,６４３ 10.6 １１７

( 特 別 損 益 の 部 ) 　
特 別 利 益 　
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ５０ ２ 　 ４８
特 別 損 失 　
固 定 資 産 除 売 却 損 １２６ ５８ 　 ６８
投 資 有 価 証 券 売 却 損 １３６ ５２ ８３

税 引 前 当 期 純 利 益 ３,５４９ 10.0 ３,５３５ 10.3 １３

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 １,２０１ １,５５３  △　　３５２

当 期 純 利 益 ２,３４８ 6.6 １,９８２ 5.8 ３６５

前 期 繰 越 利 益 ４６０ ４１２  ４７
中 間 配 当 額 ２４７ ２４６  ０
利 益 準 備 金 積 立 額 ２４ ２４  ０

当 期 未 処 分 利 益 ２,５３６ ２,１２３  ４１２

(注)財務諸表等規則の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組替えております。
　「販売費及び一般管理費」から「法人税、住民税及び事業税」へ組替えた事業税は、当期３９１百万円、
　　前期３６５百万円であります。
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(リース取引関係)

項          目 ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期 )

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び

取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高

相 当 額

期末残高相当額 機械及

び装置

百万円

２４３

百万円

９２

百万円

１５１

機械及

び装置

百万円

２４３

百万円

５１

百万円

１９２

工具器
具備品 １２０ ６７ ５２

工具器
具備品 １８３ １０３ ８０

その他 ６ １ ４ その他 ６ ０ ６

合   計 ３７０ １６１ ２０９ 合   計 ４３３ １５４ ２７８

未 経 過 リ ー ス 料 期 末

残 高 相 当 額

１年内 　６５百万円
１年超 １５１百万円
合　計 ２１７百万円

１年内 　６７百万円
１年超 ２１７百万円
合　計 ２８４百万円

支 払 リ ー ス 料 ７６百万円 ８１百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ６９百万円 ７２百万円

支 払 利 息 相 当 額 ９百万円 ７百万円

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。

同　左

利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

同　左

（４（４（４（４))))－Ⅲ－Ⅲ－Ⅲ－Ⅲ        比比比比        較較較較        利　益　処　分　案利　益　処　分　案利　益　処　分　案利　益　処　分　案
                                                                        （単位：百万円）

科　　　　　　　　　目
１９９９年３月期
( 1 9 9 8 . 4 . 1 ～
1 9 9 9 . 3 . 3 1 )    

１９９８年３月期
( 1 9 9 7 . 4 . 1 ～
1 9 9 8 . 3 . 3 1 )    

当 期 未 処 分 利 益 ２，５３６ ２，１２３

これを次のとおり処分いたします。
利 益 準 備 金 ５０ ５０
利 益 配 当 金 ３７６ ２４６
役 員 賞 与 金 ７３ ６７
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （　４） （　４）
任 意 積 立 金
別 途 積 立 金 １，５００ １，３００

次 期 繰 越 利 益 ５３６ ４６０

１株当たり配当金

１９９９年３月期 １９９８年３月期
年間 中間 期末 年間 中間 期末

 　　円　　銭  　　円　　銭  　　円　　銭  　　円　　銭  　　円　　銭  　　円　　銭

普 通 株 式  ２５　００  １０　００  １５　００  ２０　００  １０　００  １０　００
　　 （内　　訳）
　　　普　通　配  ２０　００  １０　００  １０　００  ２０　００  １０　００  １０　００
　　　記　念　配  　５　００ －  　５　００ － － －
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（ローランド）

　　［重要な会計方針］

　　  1．有価証券の評価基準及び評価方法
           取引所の相場のある有価証券       ・・・　移動平均法による低価法
                                                           (切放し方式)
           その他の有価証券                 ・・・  移動平均法による原価法
              　　 　　　

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法
     商品，製品，原材料及び仕掛品　　 ・・・  総平均法による低価法
　　 貯蔵品　　　　　　　　　　　　　 ・・・  最終仕入原価法

3．固定資産の減価償却の方法
    法人税法に規定する方法と同一の基準であります。
     有形固定資産                     ・・・  定率法
                                              ただし、１９９８年４月１日以降取得の建物（建物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付属設備を除く。）については定額法
     無形固定資産                     ・・・  定額法
     長期前払費用                     ・・・  定額法
　　　１９９８年度の法人税法の改正に伴い１９９８年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)
　　については、定額法を採用しております。なお、この変更による損益への影響は軽微であります。
　　　また、建物(建物付属設備を除く。)については当期から法人税法の改正により耐用年数の短縮を
　　行っております。これに伴い、前期と同一の耐用年数によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期
　　純利益は、それぞれ31百万円減少しております。

4.引当金の計上基準
    (1)貸倒引当金        ・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による繰入限
                               度相当額(法定繰入率)及び個別判定による貸倒見込額を計上しており
                               ます。
    (2)投資評価引当金    ・・・子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政状態
                               を勘案し、必要額を見積計上しております。
    (3)賞与引当金        ・・・従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上してお
                               ります。
                               賞与引当金は、従来、法人税法の規定に基づく支給対象期間基準によ
                               る繰入限度相当額を計上しておりましたが、１９９８年度の法人税法
                               の改正に伴い、当期から支給見込額に基づき計上する方法に変更して
                               おります。なお、この変更による損益への影響は軽微であります。
    (4)役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給
                               額を計上しております。なお、この引当金は、商法第287条ノ2に
                               規定する引当金であります。
5．リース取引の処理方法
　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
   ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
  　　
6．消費税等の処理方法
     税抜方式で処理しております。
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（ローランド）
（５（５（５（５))))－Ⅰ　製　品　別　売　上　高　明　細　表－Ⅰ　製　品　別　売　上　高　明　細　表－Ⅰ　製　品　別　売　上　高　明　細　表－Ⅰ　製　品　別　売　上　高　明　細　表
（新分類） （単位：百万円）

　　　　　　　　　     １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １９９８年３月期 前 期 比
品          目 (1998.4.1～1999.3.31) (1997.4.1～1998.3.31) 増 減

　　　　　        　　 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額

％ ％
電 子 楽 器 １６,９９８ 47.8 １７,５４０ 51.2 △　　５４１

家 庭 用 電 子 楽 器 ６,９７５ 19.6 ６,５１３ 19.0 ４６２

音 響 機 器 ７,６２４ 21.4 ５,４６１ 15.9 ２,１６２

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器他 ３,９６７ 11.2 ４,７３６ 13.9 △　　７６９

合 計 ３５,５６６ 100.0 ３４,２５１ 100.0 １,３１４

 (内輸出の状況）　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

％ ％
電 子 楽 器 １２,２００ 53.6 １２,９８３ 62.4 △　　７８３

家 庭 用 電 子 楽 器 ４,６６４ 20.5 ４,０９８ 19.7 ５６６

音 響 機 器 ４,７５０ 20.9 ２,５６０ 12.3 ２,１９０

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器他 １,１４１ 5.0 １,１６８ 5.6 △　　　２７

合 計 ２２,７５７ 100.0 ２０ ,８１１ 100.0 １,９４５
　　 　　　　　　　　　　　　　（ 輸 出 割 合 ） （６４.０％） （６０.８％）

(注)１.当期より品目区分を変更しております。
  電子楽器の多様化、新分野の商品開発等による当社商品構成の変化にともない、当社の現営業状況
についてより即応した開示を行うために変更しております。シンセサイザー等の軽音楽用電子楽器を
「電子楽器」に、電子ピアノを「家庭用電子楽器」に、業務用音響機器およびデジタル録音機器を「音
響機器」に、デスクトップ・ミュージック関連商品およびその他を「コンピュータ・ミュージック関
連機器他」に、それぞれ区分しております。

    ２.区分変更前の１９９８年３月期と同様の基準での品目別売上高は次のとおりです。
（旧分類） （単位：百万円）

　　　　　　　　　     １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １９９８年３月期 前 期 比
品          目 (1998.4.1～1999.3.31) (1997.4.1～1998.3.31) 増 減

　　　　　        　　 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額
％ ％

鍵盤楽器及びその付属品 １８,３２３ 51.5 １８,６１５ 54.3 △　　２９１

効 果 音 付 加 機 器 １０,５１１ 29.6 ７,７７５ 22.7 ２,７３６

リ ズ ム マ シ ン ２,４３０ 6.8 ２,８０７ 8.2 △　　３７６

ア ン プ ＆ ス ピ ー カ ー １,２００ 3.4 １,２３０ 3.6 △　　　３０

そ の 他 ３,１００ 8.7 ３,８２３ 11.2 △　　７２２

合 計 ３５,５６６ 100.0 ３４,２５１ 100.0 １,３１４

　(内輸出の状況）　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）
％ ％

％鍵盤楽器及びその付属品 １２,２７７ 54.0 １１,７２８ 56.4 ５４８

効 果 音 付 加 機 器 ６,５５３ 28.8 ４,４１０ 21.2 ２,１４３

リ ズ ム マ シ ン １,９３９ 8.5 ２,３４３ 11.2 △　　４０４

ア ン プ ＆ ス ピ ー カ ー ４３９ 1.9 ４７９ 2.3 △　　　３９

そ の 他 １,５４７ 6.8 １,８５０ 8.9 △　　３０２

合 計 ２２,７５７ 100.0 ２０,８１１ 100.0 １,９４５
　　 　　　　　　　　　　　　　（ 輸 出 割 合 ） （６４.０％） （６０.８％）

（５（５（５（５))))－Ⅱ　－Ⅱ　－Ⅱ　－Ⅱ　主要製品の期中受注高及び受注残高主要製品の期中受注高及び受注残高主要製品の期中受注高及び受注残高主要製品の期中受注高及び受注残高

　　　　　　　見込生産を行っておりますので、該当事項はありません。
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(ローランド）

((((６６６６))))　有　価　証　券　の　時　価　等　有　価　証　券　の　時　価　等　有　価　証　券　の　時　価　等　有　価　証　券　の　時　価　等

（単位：百万円）

１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期
( １ ９ ９ ９ . ３ . ３ １ ) ( １ ９ ９ ８ . ３ . ３ １ )

種 類 貸 借        評 価 貸 借        評 価
対 照 表 時 価        対 照 表 時 価        
計 上 額        損 益 計 上 額        損 益

( 1 ) 流 動 資 産 に 　 　 　 　 　 　
   属 す る も の 　 　 　 　 　 　

   株 　 　 　 式 0 0 0 14 14 △   0
   債 　 　 　 券 － － － 14 14 0
   そ 　 の 　 他 150 142 △   7 200 199 △   0

   小 　 　 　 計 150 143 △   7 228 228 △   0

( 2 ) 固 定 資 産 に
   属 す る も の

   株 　 　 　 式 969 4,731 3,761 671 6,366 5,695
( 189) (3,803) (3,614) ( 189) (5,796) (5,606)

   債 　 　 　 券 62 65 3 48 48 0
   そ 　 の 　 他 286 220 △  65 543 346 △ 197

   小 　 　 　 計 1,318 5,017 3,699 １,262 6,761 5,499

(　189) (3,803) (3,614) (　189) (5,796) (5,606)

   合 　 　 　 計 1,468 5,160 3,692 1,491 6,989 5,498

(　189) (3,803) (3,614) (　189) (5,796) (5,606)

 (注)1. 時価等の算定方法
　　  　国内上場有価証券     主に東京証券取引所の最終価格
　　  　海外上場有価証券     主たる証券取引所の最終価格
      　店頭売買有価証券     日本証券業協会の公表売買価格等
      　証券投資信託　   基準価格
     2. 流動資産に属するものの株式には、自己株式を含んで表示しております｡

( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期 )
自 己 株 式 に 係 る 評 価 損 益 ０百万円 △０百万円

     3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
                            ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ) ( １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期 )
(固定資産)
１ 年以内に期日の到来する
利 付 債 券 － 百万円 １５０百万円

非 上 場 外 国 債 券 ２００百万円 ２３０百万円
非 上 場 国 内 債 券 ２０百万円 － 百万円
店 頭 売 買 株 式 を
除 く 非 上 場 株 式 １０,１３７百万円 ９,１２０百万円

(うち子会社及び関連会社株式) （１０,１２５百万円） （９,１０８百万円）

　　 4. （　）内の数字（内数）は、子会社に係るものであります。
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(ローランド）

（７）デリバティブ取引の契約額等（７）デリバティブ取引の契約額等（７）デリバティブ取引の契約額等（７）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益、時価及び評価損益、時価及び評価損益、時価及び評価損益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区 １９９９年３月期 １９９８年３月期

種　　　　類 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

分 うち1年超 うち1年超

市

場 為 替 予 約 取 引

取 　　売　建

引 　　　米 ド ル 30 － 33 △   2 5 0 7 △   1

以

外 通貨ｽ ﾜ ｯ ﾌ ﾟ 取引

の 　　売　建

取 　　　米 ド ル 3    1 3 △   0 6    4    8 △   1

引

合          計 34 1 37 △   2 12 4 15 △   2
（注）1. 時価の算定方法
　　　　　（為替予約取引）
　　　　　　先物為替相場によっております。
　　　　　（通貨スワップ取引）
　　　　　　主たる金融機関から提示された価格によっております。

2. 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約等が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建
金銭債権債務等で、貸借対照表に当該円貨額で表示しているものについては、開示の対象から除いております。

（８）役員の異動（８）役員の異動（８）役員の異動（８）役員の異動

　　別紙の通りであります。
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（ローランド）

（別紙）
役員の異動（１９９９年 ６月１８日予定）

（１）代表者の異動
　　　該当事項はありません。

（２）その他役員の異動
　　　　取締役会長　　　梯  郁太郎　（現　代表取締役会長）

　　　　取締役相談役　　原田　裕　　（現　取締役副社長）

　　　　代表取締役　　　新田　寛　　（現　常務取締役）
　　　　専務取締役

　　　　常務取締役　　　三木　純一　（現　取締役）

　　　　常務取締役　　　飯村　泰弘　（現　取締役）

　　　　常勤監査役　　　甲佐　諭　　（現　ローランド テック株式会社 代表取締役社長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尚、同氏は1999年６月14日にローランド テック
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社の取締役を退任する予定であります。

（３）退任予定
　　　　取　締　役　石橋　和夫　　　　顧問就任

　　　　常勤監査役　高田　明　　　　　顧問就任

以　上



１９９９年３月期　連結決算短信１９９９年３月期　連結決算短信１９９９年３月期　連結決算短信１９９９年３月期　連結決算短信　　　　　　 １９９９年５月１９日
上 場 会 社 名   ローランド株式会社ローランド株式会社ローランド株式会社ローランド株式会社             上場取引所（所属部）東証･大証 第２部
コ ー ド 番 号   ７９４４
本 社 所 在 地   大阪市北区堂島浜一丁目４番１６号
問 合 せ 先   責任者役職名  常務取締役財務部長

  氏　　　　名  新 田 寛   ＴＥＬ(06) 6345-9800
連結決算取締役会開催日   １９９９年５月１８日

１．１９９９年３月期の業績１．１９９９年３月期の業績１．１９９９年３月期の業績１．１９９９年３月期の業績（１９９８年４月１日～１９９９年３月３１日）
１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により組替えて、記載しております。
（１）経営成績 (百万円未満切捨表示）

売 上 高
対 前 期

増 減 率









 営 業 利 益

対 前 期

増 減 率









 経 常 利 益

対 前 期

増 減 率











百万円　 　　％ 百万円　　 　％ 百万円　 　　％
1999 年 3 月期 ６６,２３２　（１３.７） ９,０３５　（３３.４） ９,４６０　（３１.７）
1998 年 3 月期 ５８,２３９　（　３.６） ６,７７３　（１７.７） ７,１８２　（１８.０）

当期純利益
対 前 期

増 減 率











１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

百万円 　　％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
1999 年 3 月期 ４,３９０（２０.３） １７７　０７ １６９　８７ ９.６ １４.８ １４.３
1998 年 3 月期 ３,６５０（３５.８） １４８　４２ １４１　２９ ８.８ １２.１ １２.３
(注) 持分法投資損益　　１９２百万円　（前期２５７百万円）

（２）財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
1999 年 3 月期 ６６,０６５ ４８,０９８ ７２.８ １,９１４　６４
1998 年 3 月期 ６１,４２５ ４３,３５６ ７０.６ １,７５６　５６

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　１４社
非連結子会社数　　　８社（うち持分法適用会社　無）
関 連 会 社 数　　１５社（うち持分法適用会社　６社）

（４）会計処理の方法等の変更
①連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連　結　(新規)　　　１社
(除外)　該当事項はありません。

持分法　(新規)　該当事項はありません。
(除外） 該当事項はありません。

②会計処理の方法の変更　　無

２．２０００年３月期の業績予想２．２０００年３月期の業績予想２．２０００年３月期の業績予想２．２０００年３月期の業績予想（１９９９年４月１日～２０００年３月３１日)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円
2000 年 3 月期 ６５,０００ ７,５００ ８,２００ ４,２００
(参考) １株当たり予想当期純利益　（連結）   １６７円 １９銭　（単独）   １０３円 ５０銭

〔参　 考〕当社（単独）の１９９９年３月期の業績（１９９８年４月１日～１９９９年３月３１日)

売 上 高
対 前 期

増 減 率









 営  業  利  益

対 前 期

増 減 率









 経 常 利 益

対 前 期

増 減 率











百万円　　 　％ 百万円　　　　 　％ 百万円　　 　％
３５,５６６　　（３.８） １,３１４　　（△３３.１） ３,７６０　　（３.２）

当期純利益 対 前 期

増 減 率











１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利
益

総　　資　　産 株　主　資　本

百万円　　 ％ 円　　銭 円　　銭 百万円 百万円
２,３４８（１８.４） ９４　７０ ９１　１０ ４６,４６８ ３９,３５４
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(ローランド／連結）

添 付 資 料

（１）１９９９年３月期の業績の概況（１）１９９９年３月期の業績の概況（１）１９９９年３月期の業績の概況（１）１９９９年３月期の業績の概況
　海外においては米国を中心とした堅調な設備投資および個人消費に加え、円安の影響に
より比較的好調に推移いたしましたが、国内では依然低調な状況が続いております。
　このような状況のもと、当期の売上高は、662 億 32 百万円（前期比 13.7％増）、経常利
益は 94 億 60 百万円（前期比 31.7％増）、当期純利益は 43 億 90 百万円（前期比 20.3％増）
の増収増益となりました。

［電子楽器事業］
　デジタルレコーダーＶＳシリーズにおいて、音楽愛好家から多くの支持を得ており
ます「ＶＳ－880」をヴァージョンアップした「ＶＳ－880ＥＸ」をラインアップに
加え、国内・海外ともに好調に売上を伸ばしました。コンピュータ・ミュージック関連
機器では、Windows 98 や i Mac で標準サポートされるパソコン周辺機器の次世代イン
ターフェイス「ＵＳＢ」に対応した新製品を発売し、新たな需要の拡大を図りました。
　海外では、自動伴奏機能付き電子ピアノＫＲシリーズが好調に売上を伸ばし、また、
新製品のサンプラー「ＳＰ－808」、シンセサイザー「ＪＸ－305」をはじめとして、最
新の音楽シーンで流行となっているダンス／クラブミュージック向けの製品が景気拡大
を続ける米国を中心に売上を大幅に伸ばしました。国内では、順調に推移したギター市
場に支えられギター用エフェクターが堅調に推移いたしましたが、電子ピアノは新製品
の「ＨＰ－145」が売上に寄与したものの、長引く個人消費の冷え込みにより、低調であ
りました。
　以上の結果、売上高は 553 億 75 百万円（前期比 11.5％増）、営業利益は 72 億 81 百
万円（前期比 32.2％増）の増収増益となりました。

［コンピュータ周辺機器事業］
　主力製品群の一つであります大型プリンターシリーズのさらなる市場拡大を目指し、
世界初 1440dpi、６色顔料インク採用の超写真画質の大型インクジェットプリンター
「Ｈｉ－Ｆｉ　ＪＥＴ　ｍｏｄｅｌ　ＦＪ－50/40」を投入しました結果、高画質が受け
入れられ、印刷・写真業界への参入も果たし、大幅に売上を伸ばしました。また、世界的
にシェアを誇るプロッタ「ＣＡＭＭ－1ＰＲＯ」シリーズの後継機「ｍｏｄｅｌ　ＣＭ
－500/400/300」も、発売と同時に好評を博し、好調に推移しております。
　さらに、安定した売上を確保している小型彫刻機「ＣＡＭＭ－2」シリーズ、および３
次元形状の切削加工を行う「ＣＡＭＭ－3」シリーズも、後継機の発表により引き続き堅
調に推移しております。製品群の中で唯一パーソナルユースを対象とした“パソコン工作
倶楽部”シリーズにつきましても、デザインカッター「ステカ」にＡ３サイズ対応の「ス
テカプラス」を追加し、ラインアップの充実を図りました結果、販売台数は順調に推移し
ております。
　以上の結果、売上高は 108 億 56 百万円（前期比 26.3％増）、営業利益は 17 億 54 百万
円（前期比 38.9％増）の増収増益となりました。
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（ローランド／連結）

（２）－Ⅰ　比較連結（２）－Ⅰ　比較連結（２）－Ⅰ　比較連結（２）－Ⅰ　比較連結貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

（単位：百万円）

１９９９年３月期 １９９８年３月期 前 期 比

科 目 (1999.3.31) (1998.3.31) 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 資 産 の 部 ） ％ ％
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 １７,３１６ １２,２１９ ５,０９６
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７,５３９ ７,９８３ △　 ４４４
有 価 証 券 １,０１３ ２,５６２ △１,５４９
た な 卸 資 産 １１,５７８ １１,８１４ △   ２３６
そ の 他 ２,６０３ １,４９４ １,１０８
貸 倒 引 当 金 △　　 ４３４ △ 　　５４４ １０９

流 動 資 産 合 計 ３９,６１５ 60.0 ３５,５３１ 57.8 ４,０８４

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物 ８,３３８ ８,１２９ ２０９
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ８２７ ８３４ △       ７
工 具 器 具 備 品 １,４３６ １,３３７ ９８
土 地 ７,２０１ ７,１７４ ２６
建 設 仮 勘 定 ６７ １５６ △     ８９

有 形 固 定 資 産 合 計 １７,８７２ 27.0 １７,６３３ 28.7 ２３８

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 等 １４６ １６６ △     １９
連 結 調 整 勘 定 ２８ １７６ △   １４８

無 形 固 定 資 産 合 計 １７５ 0.3 ３４３ 0.6 △   １６８

投 資 等
投 資 有 価 証 券 ４,１６２ ３,９６４ １９７
そ の 他 ３,８８８ ３,９９５ △   １０６
貸 倒 引 当 金 △　　　 １２ △　　 　４２ ２９

投 資 等 合 計 ８,０３８ 12.2 ７,９１７ 12.9 １２０

固 定 資 産 合 計 ２６,０８５ 39.5 ２５,８９４ 42.2 １９１

為 替 換 算 調 整 勘 定 ３６３ 0.5 － ３６３

資 産 合 計 ６６,０６５ 100.0 ６１,４２５ 100.0 ４,６３９

(注)１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により記載しております。
　　1.独立掲記していました「機械及び装置」（７７７百万円）及び「運搬具」（５７百万円）を「機械装置
　　　及び運搬具」に表示科目を統合
　　2.資産の部の末尾に独立掲記していました「連結調整勘定」（１７６百万円）を無形固定資産の内訳とし
　　　て表示
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（ローランド／連結）

（単位：百万円）

１９９９年３月期 １９９８年３月期 前 期 比

科 目 (1999.3.31) (1998.3.31) 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

( 負 債 の 部 ) ％ ％
流 動 負 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ３,３８４ ２,７０８ ６７６
短 期 借 入 金 １,９１６ ２,５１６ △ 　６００
一年内返済予定長期借入金 ６８ ３２０ △ 　２５１
未 払 法 人 税 等 １,８３１ １,０５７ ７７３
賞 与 引 当 金 ９９６ ９２３ ７３
そ の 他 ２,５９１ １,７３２ ８５９

流 動 負 債 合 計 １０,７８８ 16.3 ９,２５８ 15.1 １,５３０

固 定 負 債
転 換 社 債 １,８１２ ２,７９９ △ 　９８７
長 期 借 入 金 　 ２７３ ７０ ２０２
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５１２ ５１０ １
そ の 他 ２９５ ２９７ △　　　 １

固 定 負 債 合 計 ２,８９２ 4.4 ３,６７６ 6.0 △ 　７８４

為 替 換 算 調 整 勘 定 － １,１５０ 1.9 △１,１５０

負 債 合 計 １３,６８１ 20.7 １４,０８５ 23.0 △ 　４０３

( 少 数 株 主 持 分 )
少 数 株 主 持 分 ４,２８５ 6.5 ３,９８４ 6.4 ３０１

( 資 本 の 部 )
資 本 金 ８,７６５ 13.2 ８,２７１ 13.5 ４９３
資 本 準 備 金 １０,２９２ 15.6 ９,７９８ 15.9 ４９３
連 結 剰 余 金 ２９,０４１ 44.0 ２５,２８８ 41.2 ３,７５３
自 己 株 式 △ 　　　　０ △ 0.0 △　　　　 ２ △ 0.0 １

資 本 合 計 ４８,０９８ 72.8 ４３,３５６ 70.6 ４,７４１

負債，少数株主持分及び資本合計 ６６,０６５ 100.0 ６１,４２５ 100.0 ４,６３９

(注)１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により記載しております。
　　1.独立掲記していました「未払事業税等」（２３１百万円）を「未払法人税等」に表示科目を統合
　　2.負債の部の末尾に独立掲記していました「少数株主持分」（３,９８４百万円）を負債の部と資本の部
　　　の中間に独立掲記
　　3.独立掲記していました「利益準備金」（５５９百万円）及び「その他の剰余金」（２４,７２９百万
　　　円）を「連結剰余金」として表示

- 4 -



（ローランド／連結）

（２）－Ⅱ　比較連結損益計算書（２）－Ⅱ　比較連結損益計算書（２）－Ⅱ　比較連結損益計算書（２）－Ⅱ　比較連結損益計算書

（単位：百万円）

１９９９年３月期 １９９８年３月期 前　期　比

科 目 （1998.4.1～1999.3.31） （1997.4.1～1998.3.31） 増　　　減

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

( 経 常 損 益 の 部 ) ％ ％
営 業 損 益 の 部
売 上 高 ６６,２３２ 100.0 ５８,２３９ 100.0 ７,９９２
売 上 原 価 ３５,９１９ 54.2 ３２,７１３ 56.2 ３,２０５

売 上 総 利 益 ３０,３１２ 45.8 ２５,５２６ 43.8 ４,７８６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２１,２７７ 32.1 １８,７５３ 32.2 ２,５２４

営 業 利 益 ９,０３５ 13.7 ６,７７３ 11.6 ２,２６２

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４８７ ４８０ ７
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １９２ ２５７ △　 　６４
そ の 他 １７９ １７８ １
営 業 外 費 用
支 払 利 息 ２６６ ２４９ １６
そ の 他 １６８ ２５６ △　 　８８

経 常 利 益 ９,４６０ 14.3 ７,１８２ 12.3 ２,２７８

( 特 別 損 益 の 部 )
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損 １３６ ６４ ７１
固 定 資 産 除 売 却 損 １１６ ９３ ２３
た な 卸 資 産 廃 棄 損 ８５ － ８５

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ９,１２２ 13.8 ７,０２４ 12.0 ２,０９７

法人税、住民税及び事業税 ４,２１５ 6.4 ２,７０７ 4.6 １,５０７
法 人 税 等 調 整 額 △　　　１５２ △0.2 △　　　１０４ △0.2 △　 　４７
少 数 株 主 利 益 ６６９ 1.0 ７７１ 1.3 △　 １０２

当 期 純 利 益 ４,３９０ 6.6 ３,６５０ 6.3 ７３９

(注)１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により記載しております。
　　1.「販売費及び一般管理費」に含めていました「事業税」（４０８百万円）を「法人税、住民税及び事業
　　　　税」（４３２百万円）及び「法人税等調整額」（△２３百万円）として表示
　　2.「税金等調整前当期純利益」からの減算項目として独立掲記していました「連結調整勘定償却額」
　　　（２７３百万円）を「販売費及び一般管理費」に含めて表示
　　3.「税金等調整前当期純利益」への加算項目として独立掲記していました「持分法による投資利益」
　　　（２５７百万円）を営業外収益の内訳として表示
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（２）－Ⅲ　比較連結剰余金計算書（２）－Ⅲ　比較連結剰余金計算書（２）－Ⅲ　比較連結剰余金計算書（２）－Ⅲ　比較連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　目
１ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期
（1998.4.1～1999.3.31）

１ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期
（1997.4.1～1998.3.31）

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２５,２８８ ２２,２７１

連 結 剰 余 金 増 加 高 －

連結子会社新規適用による増加高 △３５ －

連 結 剰 余 金 減 少 高 (６０２) (６３４)

配 当 金 ４９３ ５２６

役 員 賞 与 金 １０８ １０７

当 期 純 利 益 ４,３９０ ３,６５０

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２９,０４１ ２５,２８８

(注)１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により記載しております。
　　1.「利益準備金期首残高」（４８４百万円）と「その他の剰余金期首残高」（２１,７８７百万円）を
　　　「連結剰余金期首残高」として表示
　　2.「利益準備金期末残高」（５５９百万円）と「その他の剰余金期末残高」（２４,７２９百万円）を
　　　「連結剰余金期末残高」として表示

［連結財務諸表作成のための基本となる事項］［連結財務諸表作成のための基本となる事項］［連結財務諸表作成のための基本となる事項］［連結財務諸表作成のための基本となる事項］

1．連結の範囲に関する事項

(1) 連 結子会社　14社　・ボ　　　　　ス　㈱ ・Roland Corporation U.S.
・ローランド　イーディー㈱ ・Roland (U.K.) Ltd.
・ローランド　テック㈱ ・Roland Elektronische
・ローランド　ディー．ジー．㈱     Musikinstrumente HmbH.
・エディロール㈱ ・Roland DGA Corporation
・Roland Europe S.p.A. ・Roland Audio Development Corporation
・Rodgers Instruments LLC ・Roland Canada Music Ltd.
・Roland France SA
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（ローランド／連結）

(2) 非連結子会社　８社　・Roland Corporation Australia Pty. Ltd.
・Roland Corporation (NZ) Ltd. ・Roland DG Australia Pty. Ltd.
・その他　５社

１９９９年１月１日付で、Rodgers Instrument Corporation は Rodgers Instruments LLC に会社形態
及び商号を変更、１９９９年３月１日付で、ローランド エレクトロニクス株式会社はローランド イー
ディー株式会社に商号を変更いたしました。
また、前連結会計年度において非連結子会社であった Roland France SA は、その重要性が増加したため、
当連結会計年度から連結の範囲に含めております。
なお、エディロール株式会社は、１９９９年４月１日付で親会社及びローランド イーディー株式会社に
営業を譲渡し、解散・清算手続を開始いたしました。
非連結子会社８社については、合計の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金がいずれも連結財務諸表
に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めておりません。

2．持分法の適用に関する事項

関連会社のうち Roland Italy S.p.A. 等合計６社に対する投資額については持分法を適用しております。
その他非連結子会社８社及び関連会社９社については、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。持分法を適用して
いない会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland Corporation (NZ) Ltd.、Edirol
Corporation North America、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Roland (Switzerland) AG 等であり
ます。

3．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は Roland Europe S.p.A.，Rodgers Instruments LLC，Roland Corporation U.S.，
Roland (U.K.) Ltd.， Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH. ， Roland DGA Corporation ，
Roland Audio Development Corporation，Roland Canada Music Ltd. 及び Roland France SA を除き連
結財務諸表提出会社と同一であります。Roland Europe S.p.A.，Rodgers Instruments LLC，Roland
Corporation U.S.，Roland (U.K.) Ltd.，Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH.，Roland DGA
Corporation，Roland Audio Development Corporation，Roland Canada Music Ltd. 及び Roland France
SA の決算日は１２月３１日であり、連結決算日との間に重要な取引がないため、１２月３１日で終了する
事業年度の決算財務諸表を使用しております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
取引所の相場のある有価証券 ………………… 移動平均法による低価法（切放し方式）
その他の有価証券 ……………………………… 移動平均法による原価法

②たな卸資産
商品，製品，原材料及び仕掛品
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社 ……………… 主として総平均法による低価法
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………………………………… 主として法人税法の規定に基づく定率法
長期前払費用 ………………………………… 法人税法の規定に基づく定額法

１９９８年度の法人税法の改正に伴い、親会社及び国内連結子会社が１９９８年４月１日以降に取
得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用しております。なお、この変更によ
る損益への影響は軽微であります。また、親会社及び国内連結子会社の建物（建物付属設備を除
く）については、当連結会計年度から法人税法の改正により耐用年数の短縮を行っております。こ
れに伴い、前連結会計年度と同一の耐用年数によった場合に比べ、経常利益及び税金等調整前当期
純利益はそれぞれ 38 百万円減少しております。なお、セグメント情報に与える影響は、（３）セグ
メント情報に記載しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし
て、法人税法の規定による繰入限度相当額（法定繰入率）及び個別判定による貸倒見込額を計上して
おります。
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②賞与引当金
従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
賞与引当金は、従来、法人税法の規定に基づく支給対象期間基準による繰入限度相当額を計上してお
りましたが、１９９８年度の法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から支給見込額に基づき計上す
る方法に変更しております。なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

③退職給与引当金
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社５社についての従業員退職金制度は、すべて適格退職年金制度に

よっております。
(ﾛ) 適格退職年金制度の過去勤務債務の償却期間は約５年であり、１９９８年１１月３０日現在の

年金資産合計はローランドグループ（当社及び国内連結子会社５社）総額で 2,881 百万円であ
ります。

④役員退職慰労引当金
親会社及び国内連結子会社５社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 消費税等の処理方法
税抜方式で処理しております。

5. 投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

投資勘定と連結子会社資本勘定の相殺消去は、段階法によっております。相殺消去の結果生じた消去差
額は発生原因が明らかなものは、該当勘定科目に振り替え、発生原因が不明なものは連結調整勘定とし、
発生年度以後５年間で均等償却しております。

6. 未実現損益の消去に関する事項

資産の売買に伴い、連結会社で発生した未実現損益は、全額消去し、非連結子会社及び関連会社で発生
した未実現損益は、持分相当額を消去しております。

7. 在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

在外連結子会社及び持分法適用の在外関連会社の財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会計
処理基準」（1979 年 6 月 26 日 最終改正 1995 年 5 月 26 日企業会計審議会報告）による方法により換算し
ております。
なお、収益及び費用については、期中平均相場による円換算額を付しております。

8. 利益処分項目の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。

9. 法人税等の期間配分の処理に関する事項

連結会社間の未実現損益消去額及び連結会社間債権債務の消去に伴う貸倒引当金修正額に対して税効果
を認識し、法人税等の期間配分を行っております。
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［連結貸借対照表の注記］［連結貸借対照表の注記］［連結貸借対照表の注記］［連結貸借対照表の注記］

（１ ９ ９９ 年 ３月 期 ） （１９９８年３月期）

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 １５,０９６百万円 １４,５５４百万円

輸 出 手 形 割 引 高 　 １,０２３百万円 １,４１１百万円

保 証 債 務 １,４６７百万円 １,４２４百万円

自 己 株 式 の 数 及 び 貸 借 対 照 表 価 額 ２１７株 １,１３７株
  　                               ７６０千円 ２,２７４千円
連結子会社が所有する連結財務諸表
提出会社の株式の数及び貸借対照表価額

該当事項はありません。

［リース取引の注記］［リース取引の注記］［リース取引の注記］［リース取引の注記］

項          　　目 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 １ ９ ９ ８ 年 ３ 月 期

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引

リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取 得

価 額

相 当 額

減 価

償 却

累 計 額

相 当 額

期 末

残 高

相当額

機械装
置及び
運搬具

百万円

３５３

百万円

１３０

百万円

２２３

工具器
具備品

１６０ ９４ ６５

その他 ４ ３ １

合　計 ５１８ ２２８ ２９０

未経過リース料期末残高相当額 １年内 　　８７百万円
１年超　 ２１２百万円
合  計　 ３００百万円

１年内 　　８２百万円
１年超　 ２４１百万円
合  計　 ３２４百万円

支 払 リ ー ス 料 １０２百万円 １１０百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ９１百万円

支 払 利 息 相 当 額 １１百万円

減価償却費相当額の算定方法 　リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 　リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。

同　　　左

オペレーティング・リース取引

未 経 過 リ ー ス 料 １年内 　２３１百万円
１年超１,９５５百万円
合  計２,１８７百万円

１年内 　　４４百万円
１年超　 ２００百万円
合  計　 ２４４百万円
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（ローランド／連結）

（３）セグメ（３）セグメ（３）セグメ（３）セグメント情報ント情報ント情報ント情報
1. 事業の種類別セグメント情報                                                  （単位：百万円）

１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31）

                  ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科 目

電 子 楽 器

事 業

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺

機 器 事 業
計

消 去 又 は

全 社
連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 ５５,３７５ １０,８５６ ６６,２３２ － ６６,２３２
(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高

又は振替高 ３８ ２ ４１ (４１) －

計 ５５,４１４ １０,８５９ ６６,２７３ (４１) ６６,２３２
営 業 費 用 ４８,１３３ ９,１０４ ５７,２３８ (４１) ５７,１９６
営 業 利 益 ７,２８１ １,７５４ ９,０３５ ０ ９,０３５

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
資 産 ５６,０１４ ９,７５７ ６５,７７２ ２９３ ６６,０６５

減 価 償 却 費 １,５２９ ２１４ １,７４３ － １,７４３
資 本 的 支 出 ２,３１３ ２４６ ２,５５９ － ２,５５９

（単位：百万円）

１９９８年３月期（1997.4.1～1998.3.31）

                  ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科 目

電 子 楽 器

事 業

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺

機 器 事 業
計

消 去 又 は

全 社
連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 ４９,６４２ ８,５９６ ５８,２３９ － ５８,２３９
(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高

又は振替高 ０ ２ ２ (２) －

計 ４９,６４３ ８,５９８ ５８,２４２ (２) ５８,２３９
営 業 費 用 ４４,１３３ ７,３３５ ５１,４６９ (２) ５１,４６６
営 業 利 益 ５,５０９ １,２６３ ６,７７３ － ６,７７３

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出
資 産 ５３,５０２ ８,２６０ ６１,７６３ (３３７) ６１,４２５

減 価 償 却 費 １,２９７ １９２ １,４９０ － １,４９０
資 本 的 支 出 ２,３３９ １６０ ２,４９９ － ２,４９９

(注)1.１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により、営業費用から「事業
　　　税」４０８百万円（電子楽器事業４０８百万円）を控除し、「連結調整勘定償却額」２７３百万円
　　　（電子楽器事業２６０百万円、コンピュータ周辺機器事業１２百万円）を加算しております。

    2.事業区分の方法
当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺機
器事業に区分しております。

　　3.各事業の主要な製品
　　　  (1) 電子楽器事業
            電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品
　　　  (2) コンピュータ周辺機器事業
　　　　    プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン

　　4.１９９９年３月期の当連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は
　　　３６３百万円であり、為替換算調整勘定であります。なお、１９９８年３月期の資産のうち消去又は

全社の項目に含めた全社資産はありません。

　　5.「連結財務諸表作成のための基本となる事項」4.(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法に記載のと
おり、当連結会計年度より親会社及び国内連結子会社の建物（建物付帯設備を除く）については、耐
用年数の短縮を行っております。これに伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、当
連結会計年度の営業利益及び資産は、電子楽器事業が３３百万円、コンピュータ周辺機器事業が５百
万円それぞれ減少し、減価償却費はそれぞれ同額増加しております。
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（ローランド／連結）

　2. 所在地別セグメント情報                                                       （単位：百万円）

１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科　　目
日本 北米 欧州 計

消去又は

全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 ２５,９２９ ２６,９９５ １３,３０７ ６６,２３２ － ６６,２３２
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　 又は振替高 １８,５９８ ２７８ ２,１５４ ２１,０３０ (２１,０３０) －

計 ４４,５２７ ２７,２７３ １５,４６２ ８７,２６３ (２１,０３０) ６６,２３２

営 業 費 用 ４０,７６７ ２３,８０３ １４,１６４ ７８,７３６ (２１,５３９) ５７,１９６

営 業 利 益 ３,７５９ ３,４６９ １,２９７ ８,５２７ ５０８ ９,０３５

Ⅱ 資　　　　　　産 ５０,３６８ １０,８７９ ９,１２３ ７０,３７１ (４,３０６) ６６,０６５

　 （単位：百万円）

１９９８年３月期（1997.4.1～1998.3.31）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

科　　目
日本 北米 欧州 計

消去又は

全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 ２７,７１５ ２０,４８４ １０,０３９ ５８,２３９ － ５８,２３９
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高
　 又は振替高 １４,４５９ ３８７ ２,４３７ １７,２８５ (１７,２８５) －

計 ４２,１７５ ２０,８７２ １２,４７７ ７５,５２４ (１７,２８５) ５８,２３９
営 業 費 用 ３８,６４９ １９,１７４ １１,３８２ ６９,２０６ (１７,７３９) ５１,４６６
営 業 利 益 ３,５２５ １,６９７ １,０９４ ６,３１８ ４５４ ６,７７３

Ⅱ 資　　　　　　産 ４５,２６１ １０,６５６ ８,７２５ ６４,６４２ (３,２１７) ６１,４２５

(注)1.１９９８年３月期につきましては、連結財務諸表規則改正後の表示区分により、営業費用から「事業
　　　税」４０８百万円（日本４０８百万円）を控除し、「連結調整勘定償却額」２７３百万円（日本１５
　　　百万円、北米１２０百万円、欧州１３７百万円）を加算しております。

　　2.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。

　　3.本邦以外の区分に属する主な国又は地域
北米：米国、カナダ
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス

　　4.１９９９年３月期の当連結会計年度の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は
　　　３６３百万円であり、為替換算調整勘定であります。なお、１９９８年３月期の資産のうち消去又は
　　　全社の項目に含めた全社資産はありません。

　　5.「連結財務諸表作成のための基本となる事項」4.(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法に記載の
　　　とおり、当連結会計年度より親会社及び国内連結子会社の建物（建物付帯設備を除く）については、
　　　耐用年数の短縮を行っております。これに伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、
　　　当連結会計年度の日本の営業利益及び資産はそれぞれ３８百万円減少しております。
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3. 海外売上高
（単位：百万円）

１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31）

北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 ２７,１２５ １７,９７６ ５,４３８ ５０,５３９

Ⅱ 連 結 売 上 ６６,２３２

Ⅲ 連結売上高に占める
   海外売上高の割合(％)

４１.０ ２７.１ ８.２ ７６.３

（単位：百万円）

１９９８年３月期（1997.4.1～1998.3.31）

北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 ２０,４６６ １４,５７０ ６,６６３ ４１,７００

Ⅱ 連 結 売 上 ５８,２３９

Ⅲ 連結売上高に占める
   海外売上高の割合(％)

３５.２ ２５.０ １１.４ ７１.６

(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　2.各区分に属する主な国又は地域
北　米：米国、カナダ
欧　州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス
その他：東南アジア、中南米、豪州

　　3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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